
印紙税納税申告書（書式表示用）の記載要領等 

 

１ この用紙は、印紙税法第11条第４項《書式表示による申告及び納付の特例》に規定する書式表示につい

ての印紙税の納税申告書（期限内申告書、期限後申告書、修正申告書）として使用してください。 

なお、期限後申告書又は修正申告書として使用する場合には、その区分に応じ、「G01」または「G02」

欄に「１」を記載してください。 

  また、修正申告書として使用する場合には、その直前に確定している納税申告書、更正通知書又は決定

通知書の写しを添付してください。 

 

２ 「〃」や「同上」は、記載しないでください。 

また、「税務署整理欄」は、記載しないでください。 

 

３ この用紙は、次により記載してください。 

⑴  申告書は、印紙税法第11条第１項の区分の異なるごとに、各別に作成します。 

【参考】 印紙税法第11条第１項の区分 

イ  毎月継続的に作成されることとされているもの。 

ロ 特定の日に多量に作成されることとされているもの。 

⑵  「作成年月」欄には、申告しようとする課税文書を作成した年月を記載します。 

⑶ 「申告者」欄は、次のとおり記載します。 

イ 「個人番号又は法人番号」欄には、申告者が個人の場合は個人番号を、また、法人等の場合は、法

人番号を記載します。 

ロ 「住所」欄には、申告者の住所（申告者が法人等の場合には、本店又は主たる事務所の所在地）を

記載します。 

ハ 「氏名又は名称」欄には、申告者が個人の場合は氏名を記載し、また、法人等の場合は名称を記載

します。 

ニ 「代表者氏名」欄には、法人等の代表者の氏名を記載します。 

ホ 「事務代理人」欄には、代理人の名で申告書を提出する場合（あらかじめ「申告・申請等事務代理

人届出書」を提出している場合に限られます。）における代理人の役職名（又は職業)及び氏名を記載

します。 

⑷  「課税文書の作成場所」欄の「作成場所（所在地）」欄及び「名称」欄には、この申告書を提出する

課税文書の作成場所の所在地及び名称を記載します。 

⑸  「物件名」から「税額」の各欄には、「物件名」から「税率・税額区分」の各欄の異なるごとに次に

より記載してください。 

  なお、１枚の申告書に書ききれない場合には、印紙税納税申告書（書式表示用）次葉（以下、単に「次

葉」という。）を使用して記載してください。 

（注） 次葉の各欄は、この申告書と同様に記載してください。 

           なお、「次葉」欄の「□枚目」には、次葉の使用枚数を１から連番で記載してください。 

イ 「物件名」欄及び「名称」欄には、印紙税法上の課税物件名及び文書に付された名称を記載します。

  

ロ 「号別」欄は、次の例に従って記載してください。 

 

      申告する文書等の号別 号 別 

１号の３文書（消費貸借に関する契約書） G03 １ G04 ３ 

２号文書（請負に関する契約書） G09 ２ G10  

１７号の１文書（売上代金に係る金銭等の受取書） G15 

 

17 G16 １ 

 

ハ 「承認年月日」欄及び「承認番号」欄には、書式表示の承認を申請した際に税務署長から交付を受

けた印紙税書式表示承認申請の承認通知書に記載された承認年月日及び承認番号を記載します。 

なお、「承認年月日」欄の「元号」欄には、承認年月日が昭和の場合に「３」、平成の場合に「４」、

令和の場合に「５」と記載します。 

 ⑹  「小計（数量及び納付すべき税額）」欄の「G39」欄及び「G40」欄には、初葉の数量及び税額の合計

を記載します。 



 ⑺  「次葉合計（数量及び納付すべき税額）」欄の「G41」欄及び「G42」欄には、次葉の数量及び税額の

合計を記載します。 

⑻  「合計（数量及び納付すべき税額）」欄の「G43」欄及び「G44」欄には、数量及び税額の合計を記載

します。 

この申告書と次葉を提出する場合には、次葉の数量及び税額の合計を併せて記載します。 

⑼ 「修正申告前の確定額G45」欄には、修正申告書を提出する場合に、修正申告をする直前に提出した納

税申告書の「G43」欄の納付すべき税額又は修正申告の直前に受けた更正通知書次葉若しくは決定通知書

次葉の「調査額」欄の「納付すべき税額」欄の税額を記載します。 

⑽ 「差引納付すべき税額（44－45）G46」欄には、G44－G45の算式により計算した税額を記載します。 

⑾ 「期限後申告・修正申告をする理由・事情」欄には、期限後申告書を提出する場合においては、法律

で定める申告期限内に申告書を提出できなかった事情及び理由を記載し、また、修正申告書を提出する

場合においては、修正申告書を提出することとなった理由及び事情を記載します。 

⑿ 相続人（包括受遺者を含みます。以下同じ。）が被相続人（包括遺贈者を含みます。以下同じ。）の

納税申告書を提出する場合は、次によります。 

イ 「住所」欄には、相続人の住所を記載します。 

ロ 「氏名又は名称」欄には、相続開始時の被相続人の住所及び氏名をかっこ書きし、かつ、「相続 人」

と表示の上、相続人の氏名を記載します。 

ハ 相続人が２人以上いるときは、そのうちの１人がイ及びロによりその者の住所及び氏名を記載し、

かつ、その氏名の次に「ほか何名」と他の相続人の数を記載してその住所等を記載するほか、適宜の

用紙に、全部の相続人の住所、氏名、被相続人との続柄、各相続人の相続分、相続（包括遺贈を含み

ます。）によって得た財産の額及び「G44」欄に記載した納付すべき税額を相続分によってあん分計算

した金額を記載して（相続人が限定承認した場合には、その旨を記載します。）、申告書に添付して

ください。 

⒀  合併後存続する法人、合併により設立された法人若しくは人格のない社団等の財産上の権利義務を承

継した法人等（以下「合併法人」といいます。) が合併により消滅した法人等（以下「被合併法人」と

いいます。) の納税申告書を提出する場合は、次によります。 

イ 「住所」欄には、合併法人の本店又は主たる事務所の所在地を記載します。 

ロ 「氏名又は名称」欄には、合併時又は承継時の被合併法人の主たる事務所の所在地及び名称をかっ

こ書きし、かつ、「合併後存続法人」等と表示の上、合併法人の名称を記載します。 

ハ 「代表者氏名」欄には、合併法人等の代表者の氏名を記載します。 

 

【注意事項等】 

・ 書式表示の承認をした税務署長に提出してください。 


